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第２章 ドメインネーム等の制度整備の在り方 

１．ドメインネームシステムの安定性 

(1) 現状 

① ドメインネームシステム（ＤＮＳ） 

ＤＮＳは、1つのドメインネームから1つのＩＰアドレスへの対応を提供する、インターネッ

トにおけるドメインネームを用いた通信の基盤システムである。ＤＮＳによって、ドメインネ

ームとＩＰアドレスとの対応づけ（名前解決）が行われるためには完全マッチングが行わ

れることが必要であり、対応づけに関して冗長性はシステムの崩壊につながる。 

現在、ＤＮＳは、米国を中心として配置されている13個のルートネームサーバ（Ａ～

Ｍ）を中心として、階層的に管理されており、アジアでは唯一、我が国のＷＩＤＥプロジェ

クトにおいてＭルートネームサーバの配置、管理が行われている。 

② ＤＮＳの安定性  

ＤＮＳの安定的な運用のためのセキュリティ技術としては、ＤＮＳサーバの標準ソフト

であるＢＩＮＤについて、クライアントからＤＮＳへの問い合わせに対してデジタル署名を

施してデータの保証を行うＤＮＳＳＥＣや、ＤＮＳサーバ間のデータトランズアクションに

認証機能を付与するＴＳＩＧなどがあり、ＢＩＮＤ９においてサポートされている。しかしな

がら、ＢＩＮＤのセキュリティホールが発見されたり、ＤＮＳを踏み台にしたＤｏＳ攻撃等が

発生する等の課題も指摘されているところである。 

また、今後、ＩＰアドレスのＩＰｖ６化が進展することとなるが、当面は、実利用分野にお

けるＩＰｖ６の普及にあわせつつ、ＤＮＳサーバ等においてＩＰｖ４とＩＰｖ６への対応が並存

すると考えられる。 

ルートネームサーバの配置 
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(2) 考え方 

① ＤＮＳの安定性の向上 

ドメインネームとＩＰアドレスを対応づける基盤的なシステムであるＤＮＳに不具合が生

じれば、ドメインネームを用いたインターネット上の通信に支障をきたすこととなる。我が

国には、アジア地域で唯一の存在であるＭルートネームサーバが置かれているが、今

後、ＤＮＳ全体の運用安定性のためにもその安定的な運用を行っていくことが重要であ

り、また、ＤＮＳの安全性を確保するためのセキュリティ技術であるＤＮＳＳＥＣや、ＴＳＩＧ

等に関する技術向上、また、現在普及が進みつつあるＤＮＳのＩＰｖ６化への対応につい

ても、実利用分野におけるＩＰｖ６の普及にあわせて積極的に推進していくことが必要で

ある。 

２．ドメインネーム利用の適正化 

(1) 現状 

① ドメインネーム利用の拡大 

インターネットによる通信の基本的要素であり、ＩＰアドレスを特定する際に利用される、

いわゆる「インターネット上の住所」であるドメインネームは、国の区別なく世界中で取得

できる「.com」「.net」「.org」などの一般ドメインネーム（ｇＴＬＤ：generic Top Level 

Domain）と、国毎に割り振られる「.jp」「.kr」等の国別ドメインネーム（ｃｃＴＬＤ：country 

code Top Level Domain）の大きく2種類に分けられる。現在、ｇＴＬＤは、米国のベリサイ

ン社（Verisign Global Registry Services Inc.：ＶＧＲＳ）が、また我が国のｃｃＴＬＤである

「.jp」については、社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（ＪＰＮＩＣ）が管

理を行っている。 

現状、登録件数は、「.com」「.net」「.org」のｇＴＬＤについては、合計で約3,000万登録、

「.jp」については34万登録（2001年2月から受付を開始した汎用ＪＰドメイン名（日本語.jp

を除く）、約8万件を含む）を超える規模となっている。 

一般ドメインネーム（gTLD）の登録件数 

0

2,500,000

5,000,000

7,500,000

10,000,000

12,500,000

15,000,000

17,500,000

20,000,000

22,500,000

25,000,000

27,500,000

30,000,000

32,500,000

Ju
l-
92

Ja
n-
93

Ju
l-
93

Ja
n-
94

Ju
l-
94

Ja
n-
95

Ju
l-
95

Ja
n-
96

Ju
l-
96

Ja
n-
97

Ju
l-
97

Ja
n-
98

Ju
l-
98

Ja
n-
99

Ju
l-
99

Ja
n-
00

Ju
l-
00

Ja
n-
01

Ju
n-
01

（出典：Hobbes’ Internet Timeline 資料）

内訳　（2001年6月現在）

・COM：

・NET：

・ORG：

22,702,074件

4,363,750件

2,802,719件

－日本語等の多言語ドメインネーム は含まない。

－1998年1月まではgTLDとccTLDの合計値

　 1998年7月以降はgTLDの登録件数
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ＪＰドメインネームの登録件数 

上記以外に、2001年2月から受付が開始された汎用ＪＰドメイン名については、 

英数字の登録だけでも8万件を超える登録件数となっている。 

② ドメインネーム管理 

ドメインネームは、ＩＰアドレスとともに、米国カリフォルニア州の民間非営利国際組織

であるＩＣＡＮＮ（Internet Corporation for Assigned Names and Numbers：いわゆる「アイ

キャン」）が、その国際的な管理を担当している。ＩＣＡＮＮは最高意思決定機関である理

事会を頂点として、ＩＰアドレス、ドメインネーム及びプロトコルについて検討する3つのサ

ポーティング組織、４つの諮問委員会及び一般会員等から成る組織である。現在19名

から構成される理事会には、我が国から２名の理事が参加しているところであり、また、4

つ の 諮 問 委 員 会 の う ち 、 各 国 政 府 代 表 な ど か ら 構 成 さ れ る 政 府 諮 問 委 員 会

（Governmental Advisory Committee：ＧＡＣ）には、総務省データ通信課長が我が国唯

一の代表メンバーとして参加しており、アジア・太平洋地区をはじめとする国際的な協力

体制の確立に取り組んでいるところである。 

ＩＣＡＮＮの体制 
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（出典：JPNIC資料）

・AD（JPNIC会員等）：

・AC（大学系教育機関等）：

・CO（一般企業等）：

・GO（政府機関）：

・OR（会社以外の団体等）：

・NE（ネットワークサービス等）：

・GR（任意団体等）：

・ED（小・中・高等学校）：

・地域型（地方公共団体等）：
　　　　metro.tokyo.jp等

内訳　（2001年6月1日現在）

304件

2,578件

208,586件

653件

12,631件

17,845件

10,442件

2,978件

3,850件

注）　2001年2月から受付開始した汎用JPドメイン名
　　　 は含まれていない。

　　　　　　　 　　　ICANN 理事会　（現在１９名）

理事長：Vinton G. Cerf　日本からの理事：村井純　慶應義塾大学教授

　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　加藤幹之　富士通ワシントン事務所長

暫定理事：４名　　一般会員選出理事：５名

サポート組織選出理事：９名　（DNSO：３名、ASO：３名、PSO：３名）

ICANN事務局長：１名

ドメイン名サポート組織
（Domain Name Supporting Organization)

アドレス・サポート組織
（Address Supporting Organization)

プロトコル・サポート組織
（Protocol Supporting Organization)

一般会員
（At-Large Membership)

76,183人
2000年10月末現在

At-Large

DNSO ASO PSO

営利企業組織

非営利組織

ccTLDレジストリ

gTLDレジストリ

ISP/通信事業者

レジストラ

知的所有権

作
業
部
会

ＡＲＩＮ

RIPE　NCC

APNIC

IETF

W3C

ITU-T

ETSI

APNIC

JPNIC

政府諮問委員会DNSルートサーバ諮問委員会 メンバーシップ諮問委員会 独立監査委員会

連
携

連
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ICANN 事務局

（Staff）
事務局長

M．Stuart Lynn

事務局



- 87 - 

③ ドメインネーム紛争の増加 

(a) ドメインネーム紛争 

ドメインネームを用いて会社や商品の宣伝を行うなど、ビジネス的価値の高まりに

伴って、当該ドメインネームと同じ商標等の保有者に対して、高額での買取りを迫っ

たり、インターネット上で信用きそん行為を行ったりする等のいわゆるサイバースクワ

ッティング行為が発生するようになった。 

ドメインネームを巡る紛争 

(b) ドメインネームの紛争処理 

ドメインネームを巡る紛争については、国際ルールに基づいた裁判外紛争処理手

続として、ＩＣＡＮＮによって紛争処理方針（uniform Domain Name Dispute Resolution 

Policy :ｕＤＲＰ）が導入され、ＩＣＡＮＮ認定の紛争処理機関（現状、ＷＩＰＯ等の4機

関）によって手続が行われている。また我が国では、ｕＤＲＰをローカライズする形で

策定されたＪＰドメイン名紛争処理方針（JP Domain Name Dispute Resolution Policy : 

ＪＰ－ＤＲＰ）が導入されており、現状は、ＪＰＮＩＣ認定の日本知的財産仲裁センターに

よって手続が行われている。 

紛争処理手続の流れ（JPドメインネームの場合） 

日本人

nissan.comnissan.com
商標：『日産自動車』 普通名詞：『３月』

アラブ人

jａｌ.comjａｌ.com 個人名（イニシャル）

米国人

商標：『日本航空（JAL）』

三共.com三共.com
商標：『三共製薬』

製薬会社名を

　　　　　　多数取得

わが国における紛争事例

jaccs.co.jpjaccs.co.jp

goo.co.jpgoo.co.jp 先に使用

略称

ドメインネームは
　　　　　　世界中で利用可能

ドメインネームは
　　　　　　世界中で利用可能

商標：『JACCS』

商標：『goo』

中国人

解決に向けた国際的な議論

日本知的財産仲裁センター申立者
登録者

①　申立書の提出　（0日）

申立書

②　料金の支払い　（10日）

③　申立書を送付　（13日）

④　答弁書の提出　（33日）

答弁書

⑤　答弁書を送付　（33～34日）

⑥　パネリストの指名　（38日）

　審査

⑦　裁定結果の通知・公表　（55日）

裁判所

⑧　裁定に不服の場合、
　　 裁判所に提訴可能

　　（裁定日から１０日以内）

⑧　裁定に不服の場合、
　　 裁判所に提訴可能

　　（裁定日から１０日以内）
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紛争処理申立件数は、これまでのところｕＤＲＰでは3,862件（2001年4月末現在）、

ＪＰ-ＤＲＰでは12件（2001年6月末現在）となっている。ＪＰＮＩＣにおいては、これまで

登録要件として、１組織１ドメイン、移転の禁止等の比較的厳しい要件を課してきたた

め、紛争件数が低く押さえられてきていると考えられる。 

また我が国では、ドメインネームを巡る紛争について裁判外紛処理方針と整合さ

せるという観点から、第151回国会において、不正競争防止法の一部改正を行って

いる。 

ドメインネームを巡る紛争の処理状況 

ＪＰドメインネームを巡る紛争の処理状況 

④ ドメインネーム空間の拡大 

(a) 新しいｇＴＬＤの導入 

ｇＴＬＤについては、2000年11月のＩＣＡＮＮロサンゼルス会合において、「.info」

「.biz」「.name」など新たに7つのトップレベルドメインが追加されることが決定された。

これら新しいドメインネームは今年から順次運用開始される予定である。 

(b) 多言語ドメインネームの導入 

2000年11月には、米国ＶＧＲＳ社が「.com」「.net」「.org」について多言語ドメインネ

ームの登録受付を開始、さらに、「.jp」においても2001年2月より日本語ドメインネー

ムの登録受付を開始した。 

12件

※１

JP-
　DRP

http://www.ip-adr.gr.jp/東京

（日本）

日本知的財産仲裁センター
　（旧 工業所有権仲裁センター）

ＪＰＮＩＣ認定：2000年8月22日

JP

22件uDRPhttp://www.cpradr.org/ニューヨーク

（アメリカ）

CPR　（CPR紛争解決協会）

CPR Institute for Dispute Resolution
ICANN認定：2000年5月22日

224件uDRPhttp://www.eresolution.ca/モントリオール

（カナダ）

eRES　　

　eResolution　Inc.
ICANN認定：2000年1月1日

1,157件uDRPhttp://www.arb-forum.com/ミネアポリス

（アメリカ）

NAF　（全米仲裁協会）

National Arbitration Forum
ICANN認定：1999年12月23日

2,459件uDRPhttp://www.wipo.int/ジュネーブ

（スイス）

WIPO　（世界知的所有権機関）

World Intellectual 
　　　　　　　　　Property Organization
ICANN認定：1999年11月29日

gTLD

受理件数方針URL所在地紛争処理機関

2001年4月末現在　（出典：各紛争処理機関発表資料）
但し、※１については2001年6月末現在

注）　uDRP（Uniform Domain Name Dispute Resolution Policy）：ICANN統一紛争処理方針

　　　 JP-DRP（JP Domain Name Dispute Resolution Policy）：JPドメイン名紛争処理方針

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

手続開始日

2000.11.13

2000.11.24

2001.01.04

2001.01.15

2001.01.25

2001.02.01

2001.02.08

2001.03.16

2001.04.04

2001.04.06

ドメイン名

AXIS.CO.JP

GOO.CO.JP

YUZAWAYA.CO.JP

ITOYOKADO.CO.JP

SONYBANK.CO.JP

ICOM.NE.JP

REDHAT.CO.JP

MP3.CO.JP

RCC.CO.JP

SUNKIST.CO.JP

裁定

取下げ

移転

取下げ

移転

移転

移転

取下げ

移転

係属中

移転

結果

当事者合意により移転

出訴により裁定結果実施見送り中

当事者合意により移転

裁定結果実施

出訴により裁定結果実施見送り中

裁定結果実施

当事者合意により移転

出訴により裁定結果実施見送り中

2001年6月末現在（出典：日本知的財産仲裁センター発表資料）

11 2001.05.23 HTV.CO.JP、HTV.JP 係属中

12 2001.05.29 ARMANI.CO.JP 係属中
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(c) 新しいドメインネーム空間導入時の問題点 

上記「.com」「.net」「.org」の多言語ドメインネームの受付開始時には、短時間に受

付が集中して登録システムに過度な負担がかかったり、また多くのサイバースクワッ

ティングが起きるなど、新しいドメインネーム空間を導入する際には、様々な問題が

頻発するという点が指摘されている。 

広がるドメインネーム空間 

(2) 考え方 

① ドメインネームを巡る紛争に対する考え方 

新しい7つのｇＴＬＤの導入、及び、更なるｇＴＬＤの導入の可能性にかんがみると、

今後はインターネット利用者にとって使用可能なドメインネームの種類がますます増

加することとなる。それゆえ、商標等の保有者にとっては、自らの関連する文字列を

すべてのTLDについて取得することで、サイバースクワッティングを防止するというこ

とも考えられるが、その管理にかかる費用等の面から、現実的には難しい。 

以上のように、今後、関連する全てのドメインネームを取得していくという方向性は

少なくなっていくと考えられることから、登録者が不正の目的を持っており、かつ正当

な利益を有していない場合に、移転等の救済が可能となるような裁判外紛争処理手

続の重要性が益々高まっていくと考えられる。 

② ドメインネーム紛争増加への対応 

(a) 日本語による簡便な紛争処理手続の導入 

今後、日本語ドメインネームの導入に伴って、日本人同士の紛争処理解決手段と

して、ｕＤＲＰを活用する機会が増えていくと予想される。 

現在、ＩＣＡＮＮ認定のＷＩＰＯ等4つの紛争処理機関では、紛争処理手続言語とし

て当該紛争対象のドメインネーム登録言語を認めているが、実際には、英語による

手続が必要となっており、我が国の利用者にとって、必ずしも使い勝手が良いとは言

えず、利用のしやすさ、手続に要する費用等の面からの問題点が指摘されている。 

近い将来近い将来

現 在現 在

.com.com .net.net .org.org

一般ドメインネーム

国別ドメインネーム

など約250ヶ国

＋ .biz.biz .info.info .name.name

.pro.pro.coop.coop.aero.aero .museum.museum

７つの新規参入

＋ 日本語、韓国語、中国語、スペイン語　・・・

.com.com .net.net .org.org

多言語ドメインネームの導入

.ｊｐ.ｊｐ

一般利用目的のドメインネーム一般利用目的のドメインネーム

・『.biz』 ： ビジネス用 （2001.10.1運用開始予定）

・『. info』 ： 一般用 （2001.9.19運用開始予定）

・『. name』　：　個人用　

特別利用目的のドメインネーム特別利用目的のドメインネーム

現在の.com、.net、.orgのように、自由に取得可能 現在の.mil、.int、.gov、.eduのように、取得制限有

・『.aero』 ： 航空業界用　

・『.coop』 ： 協同組合用　

・『.museum』 ： 美術館/博物館用

・『.pro』 ： 専門家用　

.ｊｐ.ｊｐ



- 90 - 

今後、ＩＣＡＮＮ認定の紛争処理機関において、日本人同士や、日本語での紛争

処理手続に対して同意した者同士の紛争については、日本語での手続を可能とす

る、また、我が国の紛争処理機関、例えば日本知的財産仲裁センターなどをＩＣＡＮ

Ｎの紛争処理機関として認定を受けるなどして、我が国のドメインネーム利用者にと

って使い易い手続の導入を図るべく、ＩＣＡＮＮ及び紛争処理機関に対して積極的な

働きかけを行っていくことが必要である。 

(b) ドメインネーム紛争の事前予防策 

ドメインネーム紛争を事前に予防する方策として有効な手段は、優先登録期間

（Sunrise Period：サンライズピリオド）の導入が挙げられる。サンライズピリオドとは、新

しいドメインネーム空間の導入に際して、商標、商号等の保有者に対してドメインネ

ーム登録に関して優先権を与える制度のことである。この点、日本語ドメインネーム

の導入に際し、同手法を採用した「.jp」における取り組みは注目に値する。また、

2001年６月より登録受付を開始した新しいｇＴＬＤである「.info」「.biz」においても、類

似の制度を導入している。 

我が国としては、上記（ａ）のような事後的な紛争処理手続のみならず、事前に紛

争を予防するための有効な手法を導入するよう、ＩＣＡＮＮ及び各国のドメインネーム

登録機関に対して積極的に働きかけていくことが必要である。 

汎用ＪＰドメイン名※１の導入プロセス 

※１ 2001年2月より導入された新しいＪＰドメインネーム空間 

３．ドメインネームにおける日本語（文字）の利用 

(1) 現状 

① ドメインネームにおける日本語の仕様 

(a) 日本語ドメインネームの導入 

インターネットの急速な発展に伴う、ドメインネームのビジネスツール化により、ドメ

2001/5/7～
＜先願登録申請＞

対象：優先、同時登録申請期間に登録申請のなかった単語

申請：先願方式（先着順）で取得者を決定

2001/4/2～4/23
＜同時登録申請期間＞

対象：優先登録申請期間に登録申請のなかった単語

申請：先願方式（先着順）とせず、申請が出揃った段階で取得者を決定

重複申請：抽選

2001/2/22～3/23
＜優先登録申請期間＞

・既存のJPドメイン名 　　　　　　　　例）　sony.co.jp　⇒　sony.jp

・登録商標、登記された商号　 　　例）　walkman.jp　　日本電気.jp

・個人名、大学名　　　　　　　　　　　　 例）　鈴木太郎.jp　　　

前 提

・JPNICが設定した禁止語

　　アルファベット２文字、com等のネットワーク語　等　　　例）　aa.jp　com.jp

・JPNICが設定した予約語

　　JPNICが使用する単語、一部の行政機関名及び普通名詞（日本語のみ）　等　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 例）　network.jp　郵便.jp

上記の単語については登録申請期間を問わず、登録不可能。上記の単語については登録申請期間を問わず、登録不可能。
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インネームとして、我が国の利用者が理解しやすい日本語を利用したいという声が多

く聞かれるようになってきた。このような声に応えて、米国のＶＧＲＳ社、ＪＰＮＩＣはそれ

ぞれ2000年11月、2001年2月に日本語ドメインネームの登録を開始している。 

(b) 日本語ドメインネームとして使用できる文字 

日本語ドメインネームとして使用できる文字としては、米国ＶＧＲＳ社はＵｎｉｃｏｄｅを、

ＪＰＮＩＣはＪＩＳ Ｘ 0208-1990で定義される文字を採用している。それゆえ、日本語ド

メインネームのサービスを提供する事業者によって使用可能な文字に差異が存在す

ることとなると、利用者に少なからず混乱を与えることとなり、日本語ドメインネームの

普及に支障をきたすことも懸念されている。 

日本語ドメインネームの標準化 

② アプリケーションへの対応 

ドメインネーム空間において日本語が使用できるようになるためには、日本語で入力

されたドメインネームからＩＰアドレスを取得するＤＮＳへの対応と、実際に利用者が接す

るアプリケーションへの対応が必要である。 

(a) ＤＮＳへの対応 

日本語ドメインネームを用いてＤＮＳによる名前解決を実現するためには、入力さ

れた日本語文字列がそのままＤＮＳの名前解決に反映されるわけではなく、正規化、

そして、ASCII文字への変換（Encoding）という２段階を経ることが必要である。これら

に関する技術標準化作業は、現在ＩＥＴＦ（Internet Engineering Task Force：インター

ネット技術標準化運営委員会）において行われている。現状、将来的に標準化され

る技術に基づいて日本語ドメインネームからＩＰアドレスが取得できるように、内外で

の準備が進められているところである。 

（注） 例えば、Encodingの方式として「DUDE（Differential Unicode Domain Encoding）」を用いると、

日本語では「ABCカンパニー.jp」「ＡＢＣｶﾝﾊﾟﾆｰ.jp」「ＡBＣカンハ゜ニー.jp」という異なる入力

が想定されるが、これらを「ABCカンパニー.jp」という文字列に正規化した後、それに対応す

る「DQ--BDBVS6IXIUCTKVH.jp」というASCII文字列に変換することで日本語ドメインネーム

がＤＮＳによる名前解決を行うことができるようになる。 

 

　　　　　このままでは　使用可能な文字に差異

　日本語.jpのみ　→　「々」

　日本語.comのみ → 「 ﾞ」「ﾟ 」「ｦﾞ」「ﾜﾞ」「うﾞ」

　　　　　このままでは　使用可能な文字に差異

　日本語.jpのみ　→　「々」

　日本語.comのみ → 「 ﾞ」「ﾟ 」「ｦﾞ」「ﾜﾞ」「うﾞ」
例）　「佐々木」など

日本語.jp　　JIS X 0208-1990

　1区　記号　「・」「ヽ」「ヾ」「ゝ」「ゞ」「々」「－」

　4区　平仮名

　5区　片仮名

　16-47区　第一水準漢字

　48-84区　第二水準漢字

　ASCII文字、数字、ハイフン

日本語.jp　　JIS X 0208-1990

　1区　記号　「・」「ヽ」「ヾ」「ゝ」「ゞ」「々」「－」

　4区　平仮名

　5区　片仮名

　16-47区　第一水準漢字

　48-84区　第二水準漢字

　ASCII文字、数字、ハイフン

日本語.com　　Unicode

　002D　ASCII Hyphen

　0030-0039　ASCII digits
　0051-007A　ASCII Latin lower case letters
　3040-309F　Hiragana
　30A0-30FF　Katakana 
　3400-9FFF　CJK

日本語.com　　Unicode

　002D　ASCII Hyphen

　0030-0039　ASCII digits
　0051-007A　ASCII Latin lower case letters
　3040-309F　Hiragana
　30A0-30FF　Katakana 
　3400-9FFF　CJK

我が国の利用者に混乱を与えないような

日本語ドメインネーム利用の標準化が急務

※ 現在までの調整で、「々」については

　　どちらでも利用できるようになっている。
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日本語ドメインネームの正規化とEncoding 

(b) 利用者側のアプリケーションの対応 

上記に比して、利用者が直接利用するメールソフトやブラウザ、ＶｏＩＰ等のアプリケ

ーションへの対応は、あまり進んでいないとの指摘がある。さらに、アプリケーションに

ついては、これを提供する事業者が個別に対応を進めた場合、利用者にとっては

様々な利用方法を覚えなければならないことになりかねず、混乱を招くことも懸念さ

れている。 

日本語ドメインネームを利用できるようになるまで 

(2) 考え方 

① 日本語の仕様標準化に対する日本としての責任 

利用者が混乱を招かず、安心して日本語ドメインネームを利用できるようにするため

には、日本語ドメインネームのサービスを提供する事業者の間で、使用できる文字等の

仕様を標準化していくことが望ましい。さらに、その標準化にあたっては、世界の中で日

本語を最も使用している我が国の利用者の利便性に充分配意し、我が国が日本語に

対する責任を果たすことができるよう、ＩＣＡＮＮや日本語ドメインネーム管理者である内

外の事業者等に対して働きかけていくことが必要である。 

原文字列

正規化
文字列

正規化
文字列

現Internet
(ASCII文字)

同じ文字列の異なる表現を一意化

ASCII化

正規化

encoding

ABCカンパニー.JP
ＡＢＣｶﾝﾊﾟﾆｰ.JP
ＡBＣカンハ゜ニー.JP

ABCカンパニー.JP

DQ--BDBVS6IXIUCTKVH.JP

Encodingの方式として、
DUDEを用いた場合

利用者PC

アプリケー
ション

アプリ
ケーション

サーバ

ネットワーク
ライブラリ

リゾルバ
ネーム
サーバ

ネットワーク
ライブラリ

アプリケー
ション

利用者環境
イントラネット

インターネット

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ａ．日本語ドメインネームの名前解決

Ｂ．アプリケーションにおける処理

Ｃ．利用者による日本語ドメインネームの使用方法

対応すべき課題

利用者
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② アプリケーションへの対応 

一言にアプリケーションと言っても、メールソフトやブラウザから、今後普及が予想され

るＶｏＩＰまで多岐にわたる。利用者の裾野を広げるには、これらアプリケーションの開発

普及を早急に進めることが必要であり、また、従来からのアプリケーションに対応させる

必要もある。しかしながら、開発ベンダから見るとリスクを伴うため、ＩＥＴＦでの標準化を

待って実装を行うという方向に進みがちであるが、逆に導入に向けての実証実験等を進

めることにより仕様を規格に反映させることが可能となっているのが現状である。 

媒体やアプリケーションの種類を問わず、日本語ドメインネームを利用できる環境を

整備していくためにも、日本語ドメインネーム管理者やアプリケーション提供事業者等の

間で連携することにより、日本語ドメインネームを導入するための共通プラットフォームを

構築していくことが重要である。 

（注） メールソフトへの多言語環境の導入の際には、MIME（Multipurpose Internet Mail 

Extensions）と呼ばれるフォーマットが標準化されており、これにより日本語が混乱なく利用

できる今日のメールソフトが実現されている。 

③ 関係者による検討・推進体制の整備 

上記のように、日本語ドメインネームの効率的な導入には、その仕様の標準化やアプ

リケーションへ容易に反映させることのできる共通プラットフォーム等の構築が必要であ

り、これらの方策についてドメインネーム管理者やアプリケーションの提供事業者等の関

係者による検討、推進体制の整備や、実証実験の推進等を行っていくことが必要であ

る。 

４．インターネットにおける「言語（言葉）」の効果的活用 

(1) 現状 

① インターネットの効率的な利用への期待 

インターネットの利用者が自分の必要とする情報を取得するためには、目的の情報が

掲載されているホームページ等に的確にアクセスすることが必要であり、通信の相手を

特定するための識別子であるドメインネームが広く利用されている。 

しかしながら、インターネット上に散在する莫大な情報はそれぞれ言葉、日付・時間、

場所、ファイル形式等の様々な要素を有しており、ドメインネームを基礎としたインター

ネット利用に加えて、これらの要素をキーとすることによって、より効率的に目的の情報

を取得できるような利用方法が期待されているところである。 

(注) 米国サイベーランス社の調査によると、現在毎日700万ページが創出されており、2001年1月～3

月の間に40億ページに到達するという統計がある。 
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情報のとらえ方 

その方策の一つとして、慣れ親しんでいる「言語（言葉）」を利用した、より簡便なアク

セス実現のためのビジネスモデルも開発されている。検索エンジンなど、ドメインネーム

を意識せずに自分の利用したい情報と関連する文字等の入力によって目的の情報に

アクセスする手法、キーワードをブラウザのアドレスバーに入力することにより、独自のデ

ィレクトリサービスを提供し、効率的に目的の情報を探すことのできる手法などが挙げら

れる。 

② インターネットの安定性 

上記のようなビジネスモデルにおいては、グローバルな一意性を確保しなければなら

ない既存のＤＮＳに変更を加えることなく新しいサービスを提供している。前述した多言

語ドメインネームの導入におけるＤＮＳ名前解決の仕組みも基本的にはこれと同様であ

り、ＩＰアドレス、ドメインネームというインターネットにおいて絶対的な安定性、一意性を

要求される部分には手を加えていないという点が重要な点である。 

しかしながら、様々なサービスの中には、例えば、個別のプラグインソフト等の利用に

より、現在のドメインネーム構造と混同を招くような別のドメインネーム構造を提供し、現

在のＤＮＳに過負荷を与え、インターネットの安定性を脅かす可能性が指摘されるサー

ビスも存在する。 

(2) 考え方 

① 「言語（言葉）」の効果的活用の普及促進 

国際的な広がりを持ち、爆発的に増大するインターネット上の情報の中から、普段利

用している「言語（言葉）」で目的の情報を取得することができる手法は、我が国のインタ

ーネット利用者の裾野を広げるためにも、より簡便なインターネット利用につながるサー

ビスとして更なる普及促進が必要である。そのためには、例えば具体的には、ＰＣ環境

やモバイル環境等、様々な媒体からのインターネット利用において、ドメインネームを意

ファイル
形式

言葉

利用者

属性情報

位置情報

利用履歴情報

ドメインネーム

日付・時間

場所
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識せず、普段利用する文字や音声等の入力により、より簡便に言語（言葉）を用いてイ

ンターネットを使いこなせるようにしていくための技術の開発等が急務であり、またこれら

を広く普及させていくための方策についても検討していく必要がある。 

具体的には、 

・ 検索エンジンの高度化等、より効率的なインターネットアクセス技術の開発 

・ 携帯電話やカーナビゲーション等、単語入力が比較的困難とされる端末におけ

る、音声入力によるインターネットアクセス技術の開発 

・ 固定された単語ではなく、フレキシブルな言葉によるインターネットアクセス技術

の開発 

などを積極的に推進していく必要があると考える。 

インターネットへのより簡便なアクセス 

② インターネットの安定性への配慮 

前述のように、インターネット利用の裾野を広げるような、より簡便なインターネット利

用のための技術開発、普及促進等が必要ではあるが、逆に、インターネットの安定性が

脅かされては、かえって利用者に混乱を与えかねない。今後は、エンドノードにおいて

新たなディレクトリを提供する等の、インターネットの中継ノードをつかさどるＤＮＳ等の現

在のインターネットの基盤部分のネットワークに集中的な負担をかけることのない検討の

方向性が重要である。 

 

 

 

http://www.soumu.go.jp

単語入力 音声入力

ドメインネーム入力

従来

“そうむしょう”そうむしょ・・・

インターネット利用の簡便化の進展

簡便なアクセス

高度な音声入力

“情報通信に

関する日本の省庁”

等
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インターネットにおける安定性の確保 

５．国際社会への反映を意識した我が国発の技術や制度整備 

(1) 現状 

① インターネットを巡る環境変化 

昨今のインターネットを巡る環境には、多くの新しい要素が発現している。インターネ

ットにおける通信に必要なＩＰアドレスについては、ＩＰｖ4からＩＰｖ6への転換が既に始まっ

ており、また、ドメインネームについても、日本語ドメインネームを含めた多言語ドメイン

ネーム環境の導入が始まっているところである。 

インターネットガバナンスについては、これまで欧米中心に動いてきた感が否めない

が、技術的及び制度的な環境変化が起きている今の時期こそ、我が国発の技術や制

度が、世界においてイニシアティブを発揮できるチャンスが到来していると考えられる。 

② アジア諸国からの注目 

アジア各国においては、インターネットに関する技術開発や制度整備を実施するにあ

たり、我が国の取り組みを注目する傾向が非常に強いと考えられる。例えば、日本語ドメ

インネームを利用できるようにするためのＤＮＳに関する技術や、ＩＣＡＮＮのｕＤＲＰをロ

ーカライズすることにより策定されたＪＰ-ＤＲＰを参考にするなど、我が国の動きを睨みつ

つ導入を進めていく国も多い。 

③ インターネット技術標準化への貢献 

ＩＥＴＦへの技術提案（Request for Comments：ＲＦＣ）に対する我が国からの提案件数

の割合は、約2年前では約1％であったものが、現在までに約1.5％となるなど、我が国

からの提案件数は着実に増加しているところである。近年、ＩＰｖ６等、我が国の積極的な

関与がなされている分野について、特にその技術提案の割合が増加している。 

 

ＩＰアドレス空間

ドメインネーム空間

　アプリケーション（WEBなど）

現在のＤＮＳ

明日のＤＮＳ

　アプリケーション（WEBなど）

ＩＰアドレス空間

ドメインネーム空間

　アプリケーション（WEBなど） 　アプリケーション（WEBなど）
新しいディレクトリ

サービス

過度な負荷

エンドノード エンドノード

エンドノード エンドノード
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インターネットの技術標準化に対するＩＥＴＦへの我が国からの貢献 

(2) 考え方 

これまでに検討を行ってきた各項目等について、我が国発の技術や制度として国際社

会への反映が期待されるものとしては、下記のようなものが挙げられる。 

① ドメインネームシステムの安定性 

ドメインネームとＩＰアドレスとの対応づけを行う基盤的なシステムであるＤＮＳに関し、

我が国はアジア地域唯一のルートネームサーバを管理している。今後も、安定的な運

用が必要とされることはもちろんのことながら、ＤＮＳのセキュリティ技術面等に関しても、

ＩＰｖ6等への対応を進めながら積極的に貢献していくべきである。 

② ドメインネーム利用の適正化 

紛争処理に関しては、ｇＴＬＤについても、当事者が英語圏以外で同一国の利用者

同士である場合の紛争等が増加すると考えられ、我が国としては、日本人利用者だけ

でなく、他の非英語圏の利用者の立場もかんがみつつ、母国語を用いた簡便な紛争処

理手続の導入について、ＩＣＡＮＮ及び紛争処理機関に対して積極的な働きかけを行っ

ていく必要がある。 

更に、紛争の事前予防策として我が国において世界に先駆けて導入を行ったサンラ

イズピリオドについては、その導入状況、手法、効果等を積極的に国際社会に対して紹

介し、ＩＣＡＮＮ及び各国のドメインネーム登録機関における積極的な導入を呼びかけて

いくことが重要である。 

③ ドメインネームにおける日本語（文字）の利用 

多言語ドメインネーム環境の進展に伴い、今後、各国においても、自国語を用いたド

メインネームを導入しようとする動きが増えてくると考えられる。しかしながら、これまでド

メインネームは英数字体系であったため、欧米諸国は多言語ドメインネームの導入に必

ずしも積極的ではなく、また、言語仕様の標準化を行う場合にその言語を最も利用する
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国民に対して不便な状況が発生する等の課題が考えられる。我が国は、多言語ドメイン

ネームの先駆的な導入を行う国として、今後他国において、このような問題が起きること

のないよう注視していくことが必要である。 

また、多言語ドメインネームのアプリケーションへの対応としては、日本語ドメインネー

ムに関する技術開発の中から、他国が今後、多言語ドメインネーム環境を整備していく

際に導入できる部分を広く公開していくなど、特に、今後アジア等の非英語圏における

インターネット利用の拡大に貢献していくという点をも視野に入れた技術開発や、国際

社会への貢献のための体制作りが必要である。 

④ インターネットにおける「言語（言葉）」の効果的活用 

普段使用している「言語（言葉）」でインターネットをより効果的に利用していくには、そ

の言語を利用する国の企業、研究機関そして政府等が責任を持ち、その利用環境の整

備に対して積極的に取り組んでいくことが必要不可欠である。 

我が国においては、インターネット利用の裾野を広げる観点から、インターネットの安

定性に配慮しつつ、日本語利用による、より簡便なインターネットの利用を可能とするよ

うな技術開発や制度整備を推進していく必要があり、このような我が国の取り組みがア

ジアなど、非英語圏諸国のインターネット利用の環境整備へのケーススタディー、ひい

てはグローバルなインターネット利用の環境整備への貢献につながっていくことが重要

であると考える。 

具体的には、従来の英数字から、単語や音声を用いたインターネット利用への技術

的な対応手法について、他言語への反映を意識した技術開発等の方策が考えられる。 

⑤ 新しいｇＴＬＤの可能性 

2000年11月のＩＣＡＮＮロサンゼルス会合において、7つのｇＴＬＤの新設が決定され

たが、我が国を含めて、アジア地域を中心とした提案によるｇＴＬＤは選出されていない。

新しいｇＴＬＤを管理するということは、「.com」などの例からもわかるように、大きなビジネ

スチャンスや、インターネット関連市場を生み出す源となるものである。 

今後ＩＣＡＮＮの方針としては、新ｇＴＬＤの導入経過を見ながら、更に新しいドメインの

追加について検討していくこととなると思われるが、今後、我が国として、また、他のアジ

ア諸国等と連携すること等によって、新しいｇＴＬＤ導入に向けた検討を行っていくことに

より、ｇＴＬＤに関するこれまでの欧米中心の管理体制から、よりグローバルな管理体制

に発展させていくため、積極的な取組みを行っていく必要があると考えられる。 

⑥ インターネットガバナンスへの積極的な貢献 

我が国は、インターネットガバナンスの分野において国際社会に対して積極的な貢

献を行っていく必要がある。 

技術面においては、前述のとおり、近年、インターネットの技術標準化への貢献の割

合は高くなる傾向であり、今後も我が国の得意分野に対する提案を中心として、積極的

な貢献を進めていく必要がある。 

また、政策面については、現在、ＩＣＡＮＮ理事19名のうち2名の日本人理事を輩出し

ているところであるが、企業、個人参加等を含め、我が国からの参加は依然として非常
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に少ないといえる。また、ビジネス面についても、これらのＩＣＡＮＮ、ＩＥＴＦ等への恒常

的な参加、積極的な貢献によって、新しいビジネスチャンスが生まれ、また、各分野にお

けるイニシアティブを発揮することが可能となると考えられる。 

現状、これらの分野における活動は、個々の企業や、個人等をはじめとする個別の対

応に委ねられているところであるが、例えば、これら企業、個人等がまとまって活動を行

っていけるような体制作りを行っていくこと、また、政府としてもこれらの活動を支援してく

ことにより、インターネットガバナンスにおける我が国のイニシアティブを高めていけるよう

な産学官での協力した体制作りが必要である。 

インターネットガバナンスへの貢献

ビジネス面

政策面

技術面
インターネットに関する技術の標準化

インターネットが適切に利用される
ためのコーディネーション

グローバルなルールに基づく商品開発
ビジネス界ビジネス界

ＩＣＡＮＮＩＣＡＮＮ

ＩＥＴＦＩＥＴＦ

産学官からの貢献

産産 学学

官官

国際的に安定したインターネット



 

 


